
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青森県の住宅事情 

（関連データ）
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１ 大規模災害に備え、住宅・住環境はどうあるべきか 

＜関連データ＞ 

１．災害リスクエリア内の居住人口 

 

表 青森県の災害エリア内人口 

  2015年 2050年 

将来人口 131万人 74万人 

  
エリア内人口 エリア内人口 

2015年 2050年 

洪水 25万人 18.7% 14万人 18.5% 

土砂災害 4万人 2.9% 2万人 2.1% 

地震 12万人 8.8% 8万人 10.4% 

津波 11万人 8.2% 7万人 8.8% 

合計 40万人 30.7% 23万人 30.5% 

 

 

  

資料：国土交通省作成資料 
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表 居住誘導区域の設定方針における災害危険区域の扱い 

市町村 災害危険区域の扱い 

青森市 
災害危険区域は除外。 

（洪水及び津波浸水想定区域は 1m以上を除外） 

弘前市 
災害危険区域は除外。 

（洪水浸水想定区域は 2m以上を除外） 

八戸市 

災害危険区域は除外。 

（洪水浸水想定区域は 6m以上を除外） 

津波浸水想定区域の一部を含む。 

（避難経路・場所指定等、危険性を低減） 

黒石市 居住誘導区域から全て除外。 

五所川原

市 
居住誘導区域から全て除外。 

十和田市 居住誘導区域から全て除外。 

むつ市 
居住誘導区域から全て除外。 

但し、1000年確立の洪水浸水想定区域の一部を含む。 

七戸町 
急傾斜地崩落危険区域と洪水浸水想定区域の一部を含む。 

防災施策を同時に位置付け。 

資料：各市町立地適正化計画 
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２．構造別・建築時期別住宅数 

図 構造別住宅数                            図 建築時期別住宅数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

３．耐震化 

表 耐震改修促進計画の策定状況 

  
H23年度 H27年度 H30年度 

策定済 未策定 策定済 未策定 策定済 未策定 

市町村数 36 4 36 4 40 0 

割合 90.0% 10.0% 90.0% 10.0% 100.0% 0.0% 

 

表 耐震関連支援制度の実施状況 

  
H23年度 H27年度 H30年度 

耐震診断 耐震改修 耐震診断 耐震改修 耐震診断 耐震改修 ﾌﾞﾛｯｸ塀改修 

市町村数 11 1 18 7 25 10 5 

割合 27.5% 2.5% 45.0% 17.5% 62.5% 25.0% 12.5% 

資料：各市町村 HP等 

木造・防火木造

435,400 戸

87%

非木造

65,900 戸

13%

S55年以前

133,000 戸

27%

S56年以降

332,400 戸

66%

不詳

36,200 戸

7%
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４．マンションストック 

図 分譲マンションの着工戸数の推移（単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県建築住宅課調べ 

 

図 建築時期別分譲マンション戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県建築住宅課調べ 
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５．災害時における応急仮設住宅の建設について 

〇「青森県応急仮設住宅建設マニュアル」の作成（平成 29年 3月、令和 2年 11月一部更新） 

 応急仮設住宅を県が建設する場合、平常時から災害発生時具体的な手順等について整理。 

  平常時：必要戸数の推計、建設事業者等との協定・契約、関係者間の役割分担等、標準仕様の設定 

  災害時：初動、必要戸数の推計、協定締結団体等との協議・発注、用地選定、発注仕様の確定、建設の進捗管理～引き渡し、供与期間終了後 等 

 

〇災害時の応急仮設住宅などに関する協定締結 

表 応急仮設住宅に関する協定締結先一覧 

協定の名称 協定締結先 協定年月日 

災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定 一般社団法人 プレハブ建築協会 H8.3.18 

災害時における木造応急仮設住宅の建設に関する協定 一般社団法人 全国木造建設事業協会 H28.2.9 

災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関す

る協定 

公益財団法人 青森県宅地建物取引業協会 

公益財団法人 全日本不動産協会青森県本部 

公益財団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会 

H24.9.19 

H24.9.19 

H30.7.30 
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２ 少子高齢化・人口減少が続く中で、住宅施策はどうあるべきか 

＜関連データ＞ 

１．人口・世帯 

  

図 人口の推計                              

 

 資料：国立社会保障・人口問題研究所 
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２．高齢者向け住宅 

表 サービス付き高齢者住宅の推移（単位：戸数） 

市町村 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 
R2年 

12月末 
合計 割合 

青森市 0 252 85 72 0 50 0 31 0 51 541 20% 

弘前市 34 185 151 92 54 36 37 11 0 0 600 22% 

八戸市 40 231 132 69 0 0 19 3 0 0 494 18% 

黒石市 0 53 17 22 0 0 0 0 0 0 92 3% 

五所川原市 0 46 0 0 0 38 0 0 0 0 84 3% 

十和田市 0 122 10 99 0 0 0 0 0 0 231 8% 

三沢市 0 103 64 0 0 0 0 0 0 0 167 6% 

むつ市 18 0 31 14 0 19 0 19 0 0 101 4% 

つがる市 0 0 0 0 0 20 0 0 0 0 20 1% 

平川市 0 19 10 30 0 0 0 0 0 0 59 2% 

鰺ヶ沢町 0 32 0 0 0 0 0 0 0 0 32 1% 

田舎館村 9 0 17 0 0 0 0 0 0 19 45 2% 

板柳町 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 28 1% 

六戸町 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 12 0% 

東北町 0 0 0 118 14 12 10 0 0 0 154 6% 

おいらせ町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31 31 1% 

南部町 0 0 26 0 0 0 0 0 0 0 26 1% 

階上町 15 31 0 6 0 0 0 0 0 0 52 2% 

  116 1,102 555 522 68 175 66 64 0 101 2,769   

 

表 高齢者のための設備のある住宅の数（単位：戸） 

  H25 H30 

総数 503,000 100% 488,400  100% 

あり 244,100 49% 243,800  50% 

手すりがある 201,700 40% 208,100  43% 

またぎやすい高さの浴槽 85,900 17% 75,600  15% 

廊下などが車いすで通行可能な幅 75,300 15% 70,300  14% 

段差のない屋内 92,500 18% 91,000  19% 

道路から玄関まで車いすで通行可能 41,600 8% 39,900  8% 

なし 252,500 50% 237,500  49% 

  

資料：各年住宅土地統計調査 

資料：県建築住宅課調べ 
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３．居住面積水準 

 

表 居住面積水準の達成状況（H30年） 

  
総数 最低居住水準未満 

最低居住水準以上 

誘導居住水準未満 
誘導居住水準以上 

世帯 世帯 割合 世帯 割合 世帯 割合 

総世帯 501,500 18,900 3.8% 128,800 25.7% 353,800 70.5% 

持ち家 352,800 1900 0.4% 50,900 10.1% 300,000 59.8% 

借家 141,300 17,000 3.4% 70,600 14.1% 53,700 10.7% 

  公営借家 17,200 700 0.1% 7,700 1.5% 8,800 1.8% 

  民営借家 113,400 15,000 3.0% 58,900 11.7% 39,500 7.9% 

  給与住宅 10,700 1,400 0.3% 3,900 0.8% 5,400 1.1% 

 

図 最低居住面積水準未満世帯の推移（H20は最低居住水準）     （単位：世帯） 

  
H20 H25 H30 

世帯 割合 世帯 割合 世帯 割合 

総世帯 493,400 100.0% 502,900 100.0% 501,500 100.0% 

未満世帯総数 12,700 2.6% 16,700 3.3% 18,900 3.8% 

持ち家 400 0.1% 700 0.1% 1900 0.4% 

借家 12,300 2.5% 16,000 3.2% 17,000 3.4% 

  公営借家 1,100 0.2% 1,000 0.2% 700 0.1% 

  民営借家 10,500 2.1% 13,200 2.6% 15,000 3.0% 

  給与住宅 700 0.1% 1,800 0.4% 1,400 0.3% 

  

資料：各年住宅土地統計調査 
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３ 住宅確保要配慮者への対応をどのように強化していくか 

＜関連データ＞ 

１．所有関係別住宅数 

表 利用関係別住宅数の推移 

  
Ｈ5 H10 H15 H20 H25 H30 

1993年 1998年 2003年 2008年 2009年 2010年 

持ち家 317,900 335,000 343,900 353,900 358,600 352,800 

  71.8% 71.3% 71.5% 71.7% 72.2% 71.4% 

公的借家 20,700 21,600 23,200 20,600 16,800 17,200 

  4.7% 4.6% 4.8% 4.2% 3.4% 3.5% 

民営借家 88,500 98,500 102,200 108,700 109,500 113,400 

  20.0% 21.0% 21.3% 22.0% 22.1% 23.0% 

給与住宅 15,500 14,600 11,600 10,300 11,600 10,700 

  3.5% 3.1% 2.4% 2.1% 2.3% 2.2% 

合計 442,600 469,700 480,900 493,500 496,500 494,100 

  100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 

図 利用関係別住宅数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

71.8% 71.3% 71.5% 71.7% 72.2% 71.4%

4.7% 4.6% 4.8% 4.2% 3.4% 3.5%

20.0% 21.0% 21.3% 22.0% 22.1% 23.0%

3.5% 3.1% 2.4% 2.1% 2.3% 2.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ5 H10 H15 H20 H25 H30

持ち家 公的借家 民営借家 給与住宅 資料：各年住宅土地統計調査 



10 

 

２．公的賃貸住宅 

図 公的賃貸住宅の竣工年度別管理戸数 

 

 

図 耐用年限を超過する公共賃貸住宅の戸数 
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３．居住支援 

１．青森県居住支援協議会（平成 27年 9月 4日） 

〇協議会の目的 

・住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19年 7

月 6日法律第 112号）に基づく、低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子

どもを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者（以下「住宅確保

要配慮者」という。）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進 

・高齢者等の転居等に伴い発生する空き家等の適正管理及び有効活用 

・その他福祉の向上と豊かで住みやすい地域づくり 

 

 

 

 

 

 

〇目的達成のための活動 

①住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等に関す

ること 

②住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する相談対応に関するこ

と 

③住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進及び居住の安定方

策に関すること 

④空き家の適正管理及び中古住宅の有効活用に関する情報の提供並びに相談

対応に関すること 

⑤市町村単位での居住支援協議会の立ち上げ支援に関すること 

⑥その他目的達成のために必要な事業に関すること 

 

 

 

図 協議会の活動イメージ 

図 青森県居住支援協議会の構成 
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２．居住支援法人 

〇居住支援法人制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇青森県の居住支援法人の指定状況 

名称 住所 指定年月日 

社会福祉法人青森県社会福祉協議会 青森市 令和 2年 4月 15日 

一般社団法人日本サンライフ終身身元保証協会 八戸市 令和 2年 5月 12日 
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４ 健康で安心して暮らせる住宅・住環境とはどうあるべきか 

＜関連データ＞ 

１．新設住宅 

図 青森県の新設住宅着工件数（単位：戸） 

 

資料：各年建築統計年報 
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図 青森県の長期優良住宅認定戸数の推移 

 

 

  

資料：国土交通省作成資料 
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２．環境特性 

 

表 二酸化炭素排出量 

部門 

青森県（千 t-CO2） 

2013年度 

（H25年度） 

2017年度 

（H29年度） 

排出量 割合 排出量 割合 前年度比 
2013 

年度比 

エネルギー 

起源 

産業部門 5,087  34.1% 1,806  35.2% 0.6% -5.5% 

業務その他部門 2,748  18.4% 2,294  16.8% -7.4% -16.5% 

家庭部門 3,803  25.5% 3,370  24.7% -9.5% -11.4% 

運輸部門 2,161  14.5% 2,005  14.7% -1.1% -7.2% 

エネルギー転換部門 22  0.1% 16  0.1% -16.9% -26.5% 

非エネルギー 

起源 

工業プロセス部門 906  6.1% 1,012  7.4% 10.5% 11.6% 

廃棄物部門 175  1.2% 156  1.1% -13.6% -10.8% 

二酸化炭素 合計 14,903  100.0% 13,689  100.0% -3.3% -8.3% 

資料：県内の温室効果ガス排出量の状況【詳細版】 

 

表 青森県の家庭部門二酸化炭素排出量の推移 

  2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

都市ガス 22  21  21  21  21  20  20  20  19  19 19  

LPG 195  185  209  183  187  197  215  182  182  188 187  

灯油 1,601  1,565  1,589  1,682  1,726  1,709  1,509  1,427  1,414  1580 1,406  

電力 1,500  1,395  1,424  1,441  1,867  1,921  2,059  2,021  1,814  1938 1,758  

合計 3,318  3,166  3,243  3,327  3,801  3,848  3,803  3,650  3,429  3,725  3,370  

資料：県内の温室効果ガス排出量の状況【詳細版】 
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＜事例紹介＞ 

３．健康と住宅 

 

 

  

資料：慶應義塾大学伊香賀研究室作成 
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資料：慶應義塾大学伊香賀研究室作成 
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５ 増え続ける空き家等の解消をどのように進めるか 

＜関連データ＞ 

１．空き家 

 

図 空き家の推移 

 

資料：各年住宅土地統計調査 
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図 都道府県別その他空き家率の推移（H25、H30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※都道府県の順番は H25年を基準により増加している順番に並べ替えている。 

 
表 都道府県別その他空き家率の推移 

都道府県 H25 H30 H30-H25 
 

都道府県 H25 H30 H30-H25 
 

都道府県 H25 H30 H30-H25 

高知県 10.6% 12.8% 2.2% 
 

長崎県 8.1% 8.7% 0.7% 
 

神奈川県 3.1% 3.3% 0.2% 

青森県 6.2% 7.7% 1.5% 
 

大分県 7.7% 8.4% 0.7% 
 

京都府 5.9% 6.1% 0.2% 

山形県 5.1% 6.6% 1.5% 
 

鳥取県 8.3% 8.9% 0.6% 
 

福岡県 4.7% 4.9% 0.2% 

岩手県 7.4% 8.7% 1.2% 
 

茨城県 5.3% 5.9% 0.6% 
 

滋賀県 5.9% 6.1% 0.2% 

秋田県 7.5% 8.7% 1.2% 
 

岐阜県 6.6% 7.1% 0.5% 
 

愛知県 3.9% 4.1% 0.2% 

和歌山県 10.1% 11.2% 1.1% 
 

北海道 5.1% 5.6% 0.5% 
 

沖縄県 3.9% 4.1% 0.2% 

島根県 9.5% 10.6% 1.0% 
 

佐賀県 7.1% 7.6% 0.5% 
 

静岡県 5.0% 5.1% 0.1% 

山口県 8.9% 9.9% 1.0% 
 

栃木県 5.7% 6.2% 0.5% 
 

千葉県 4.6% 4.8% 0.1% 

宮崎県 8.2% 9.1% 1.0% 
 

宮城県 4.2% 4.6% 0.5% 
 

富山県 7.0% 7.1% 0.1% 

鹿児島県 11.0% 12.0% 0.9% 
 

徳島県 9.9% 10.3% 0.5% 
 

石川県 7.0% 7.0% 0.1% 

福島県 5.9% 6.8% 0.9% 
 

奈良県 6.9% 7.4% 0.4% 
 

福井県 7.3% 7.3% 0.0% 

長野県 7.6% 8.4% 0.8% 
 

熊本県 7.5% 7.9% 0.4% 
 

岡山県 8.1% 8.0% -0.1% 

三重県 8.3% 9.1% 0.8% 
 

群馬県 6.2% 6.6% 0.3% 
 

香川県 9.7% 9.6% -0.1% 

愛媛県 9.5% 10.2% 0.7% 
 

東京都 2.1% 2.3% 0.3% 
 

大阪府 4.7% 4.5% -0.2% 

山梨県 8.0% 8.7% 0.7% 
 

兵庫県 5.4% 5.7% 0.3% 
 

新潟県 7.2% 6.5% -0.7% 

広島県 7.3% 8.0% 0.7% 
 

埼玉県 3.4% 3.7% 0.2% 
 

全国 5.3% 5.6% 0.3% 

資料：各年住宅・土地統計調査 
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図 青森県内の新設された居住用建築物の建築棟数および除却建築物棟数の推移 

 
資料：県調べ 
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表 関連計画策定状況 

  
住生活 

基本計画 

空き家 

条例 

空き家 

計画 

空き家 

バンク 

空き家 

関連補助 

市町村数 4 20 28 32 17 

割合 10.0% 50.0% 70.0% 80.0% 42.5% 

資料：各市町村 HP 

 

表 空き家バンクの登録等の状況 

市町村 
登録件数 
空き家のみ 

成約件数 
空き家のみ  

市町村 
登録件数 
空き家のみ 

成約件数 
空き家のみ 

 市町村 
登録件数 
空き家のみ 

成約件数 
空き家のみ 

 市町村 
登録件数 
空き家のみ 

成約件数 
空き家のみ 

青森市 4 ― 
 
平内町 9 8  鶴田町 3 2  三戸町 30 13 

弘前市 67 30 
 
今別町 0 0  中泊町 0 0  五戸町 ― ― 

八戸市 17 4 
 
鰺ヶ沢町 0 0  野辺地町 ― ―  田子町 6 0 

黒石市 2 1 
 
深浦町 3 3  七戸町 1 0  南部町 10 0 

五所川原市 18 10 
 
西目屋村 2 2  六戸町 0 0  階上町 6 4 

十和田市 5 0 
 
藤崎町 2 2  東北町 3 3     

むつ市 12 6 
 
大鰐町 2 0  おいらせ町 4 3     

つがる市 10 5 
 
田舎館村 2 1  大間町 3 3     

平川市 3 1 
 
板柳町 1 0  風間浦村 0 0     

資料：各市町村 HP 
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表 空き家関連補助金の内容 

市町村 補助金種類 

弘前市 

・空き家（敷地を含む。）の購入費用。 

・３年間分の賃借料。 

・解体費用。 

・動産（家財）の廃棄費用。 

八戸市 

・既存住宅状況調査技術者が行う状況調査に要する経費。 

・所有者が被保険者となり住宅瑕疵担保責任保険法人が販売する保険加入に要する経費。 

・住宅内にある遺品等の家財の整理及び搬出に要する費用として事業者に支払う経費。 

・相続登記に係る費用として司法書士等に支払う費用のうち登録免許税額を控除した経費。 

十和田市 ・売買、賃借に対する奨励金。 

三沢市 ・解体費用。 

むつ市 
・購入費用。 

・解体費用、新築費用。 

つがる市 ・物件登録した所有者に対して奨励金。 

平川市 ・解体費用。 

西目屋村 

・空き家（敷地を含む）の購入費用。 

・３年間分の賃借料。 

・解体費用。 

・空き家にある動産（家財）の処分費用。 

藤崎町 ・解体費用。 

大鰐町 ・解体費用。 

田舎館村 

・空き家（敷地を含む。）を購入。 

・空き地を購入し、その土地に住宅を新築。 

・所有する空き家を解体。 

・所有する空き家にある動産（家財）を処分。 

板柳町 ・空き家購入費用。 

中泊町 ・危険空き家解体費用。 

七戸町 

・空き家（土地含む）の購入費用。 

・空き地の購入費用。 

・空き家の解体費用。 

・動産の処分費用。 

六戸町 ・売買、賃借に対する奨励金。 

三戸町 ・中古住宅取得、リフォーム 

南部町 ・危険空き家解体費用。 

資料：各市町村 HP  
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６ 既存住宅の流通をどのように促進させるか 

＜関連データ＞ 

１．リフォーム 

 

図 リフォームを実施した持ち家の推移                  図 実施したリフォームの種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：各年住宅土地統計調査 

9.3%

47.1%

20.8%

45.3%

4.4%

9.5%

36.3%

10.3%

48.1%

20.9%

45.8%

4.6%

10.1%

35.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

増築・間取りの変更

台所等水回りの改修

天井・壁等の内装の改修

屋根・外壁等の改修

壁・柱・基礎等の補強

窓・壁等の断熱・結露防止

その他の工事

H25 H30

343.9

353.9
358.6

352.8

10.8%

23.7%

26.4% 25.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

300

320

340

360

380

H15 H20 H25 H30

持ち家総数 増改築・改修工事をした割合

持ち家総数(千戸) 増改築等した割合(%)

資料：各年住宅土地統計調査 
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表 持ち家の取得方法 

  
H10 H15 H20 H25 H30 

戸数 割合 戸数 割合 戸数 割合 戸数 割合 戸数 割合 

持ち家数 42,400 100% 34,500 100% 25,600 100% 20,400 100% 21,800 100% 

  新築購入 1,400 3% 2,500 7% 2,400 9% 1,300 6% 2,600 12% 

  中古を購入 700 2% 1000 3% 800 3% 1000 5% 1100 5% 

  新築（建替除） 24,700 58% 16,900 49% 11,400 45% 10,200 50% 10,700 49% 

  建替 15,100 36% 13,200 38% 9,800 38% 6,700 33% 6,000 28% 

  相続 300 1% 400 1% 500 2% 500 2% 600 3% 

  その他 100 0% 500 1% 300 1% 700 3% 900 4% 

資料：各年住宅土地統計調査 

 

表 取得した中古住宅の建築時期 

  
昭和 45年 

以前 

昭和 46 

～55年 

昭和 56 

～平成 2年 

平成 3 

～12年 

平成 13 

～22年 

平成 23 

～27年 

平成 28 

～30年9月 
総数 

中古住宅（戸） 3,300  6,900  7,300  7,800  4,400  1,500  600  34,100  

割合 10% 20% 21% 23% 13% 4% 2% 100% 

資料：平成 30年住宅土地統計調査 
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７ 住宅供給を支える担い手をどのように育成・確保するか 

＜関連データ＞ 

１．大工の年齢別構成 

 

表 青森県の大工の年齢構成 

  15～19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不詳 総数 平均年齢 

就業者全体 6,240  73,890  114,460  137,070  140,540  107,710  45,570  10  625,480  48.5歳 

大工 30  350  1,040  760  1,530  2,800  310  20  6,820  53.9歳 

 

図 青森県の大工の年齢構成（構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27年国勢調査 

 

資料：平成 27年国勢調査 
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８ 社会環境が変化する中で、住宅・住環境はどうあるべきか 

＜関連データ＞ 

１．テレワーク実施率 

表 従業員のテレワーク実施率上位・下位５地域                 表 従業員のテレワーク実施率上位・下位５地域 

順位  都道府県 
R2年 11月 

実施率(%) 

R2年 5月 

実施率(%) 

R2年 4月 

実施率(%) 

 
順位  都道府県 

R2年 4月 

実施率(%) 

1位 東京都  45.8   48.1  49.1   1位 東京都 51.9 

2位 神奈川県  34.9   39.2   42.7   2位 神奈川県 44.0 

3位 千葉県  26.2   27.8   38.0   3位 千葉県 36.0 

4位 大阪府  24.4   26.9   29.1   4位 埼玉県 32.6 

5位 埼玉県  24.0   29.6   34.2   5位 大阪府 26.3 

   
      

35位 青森県  8.4  13.7  9.3     

   
   41位 秋田県 4.6 

42位 島根県  6.6  12.6   11.0   41位 鹿児島県 4.6 

42位 秋田県  6.6   8.9   6.2   41位 新潟県 4.6 

44位 鳥取県  5.4   5.1   13.1   44位 青森県 4.5 

45位 香川県  4.4   10.0   8.0   45位 岩手県 3.9 

46位 佐賀県  4.3   10.7   6.8   46位 鳥取県 3.8 

47位 和歌山県  3.5   16.1   15.2   47位 島根 3.3 

※順位の基準は令和 2年 11月の実施率。 

※4月調査は緊急事態宣言発出後、5月調査は緊急事態宣言全面解除後 

  
資料：株式会社パーソル総合研究所「新型コ

ロナウイルス対策によるテレワークへ

の影響に関する緊急調査」 

資料：厚労省×LINE調査第 1、2、3回「新型コロ

ナ対策のための全国調査」調査結果（令和

2年 4月 30日発表）より 
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９ 一般県民のリビングリテラシーをどのように向上させるか 

＜事例紹介＞ 

１．京
みやこ

安心すまいセンター 

京都市住宅供給公社が、京都市の住宅施策やほかの機関と連携し開設している、住まいに関する相談対応・普及啓発・情報提供など「すまいのワンスト

ップ総合窓口」。 

 

〇すまいスクール事業 

 住まい方及び暮らし方に関する知識を広め、良好な居住環境づくりを目指す「京都市安心すまいまちづくり推進事業」の一環として、市民が住まいにつ

いて学ぶ「すまいスクール」を実施。 

 

図 令和 2年度すまいスクール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：京安心すまいセンターHP 

 

 



28 

 

〇すまいスクール出張版 

 安全で安心して住み続けることができる「すまいづくり」を進めるため、講師を派遣し、出張講座を提供。 

 一般市民向け、子育て世代・学校教員向け、マンション管理組合向けの３種を実施。 

 

図 令和 2年度すまいスクール出張版 

＜一般市民向け＞ 

                           

                         ＜子育て世代、学校教員向け＞ 

 

                                                ＜マンション管理組合向け＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：京安心すまいセンターHP 

 

 


